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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第85期

第２四半期累計期間
第86期

第２四半期累計期間
第85期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

完成工事高 (千円) 5,733,230 9,618,757 15,628,858

経常利益 (千円) 41,694 90,848 310,231

四半期(当期)純利益 (千円) 28,984 78,726 285,632

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 1,581,000 1,581,000 1,581,000

発行済株式総数 (株) 12,000,000 12,000,000 12,000,000

純資産額 (千円) 3,264,191 3,535,240 3,538,509

総資産額 (千円) 10,475,532 12,174,075 11,794,266

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 2.42 6.58 23.86

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 5.00

自己資本比率 (％) 31.2 29.0 30.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △536,705 △659,782 598,274

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 4,981 38,082 3,963

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 572,219 △81,841 △96,537

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,062,071 823,736 1,527,277

　

回次
第85期

第２四半期会計期間
第86期

第２四半期会計期間

会計期間
自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年７月１日
至  平成24年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 2.87 1.93

（注）１　完成工事高には、消費税等は含まれておりません。

     ２　持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。

     ３　当社は四半期連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

     ４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の

内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項の

うち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。　

なお、重要事象等は存在しておりません。　

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、欧州債務問題を背景とした世界的な景気減速や円高の

長期化などの要因により、依然として低調な状況で推移しました。

　このような状況の中で、当社は、業績の向上を目指し事業活動を展開してまいりました。その結果、受注

高につきましては、115億17百万円（前年同期比45.2％増）となりました。　

完成工事高につきましては、96億18百万円（前年同期比67.8％増）となりました。

　損益面につきましては、完成工事高の増加により、当第２四半期累計期間の営業利益は88百万円（前年

同期比27,670.6％増）、経常利益は90百万円（前年同期比117.9％増）、四半期純利益は78百万円（前年

同期比171.6％増）となりました。

　
各セグメントの業績は次のとおりであります。

〔東部〕

東部の業績につきましては、一般ビル工事、産業施設工事が堅調であったため、完成工事高は38億2百万

円（前年同期比127.3％増）となり、セグメント利益は1億3百万円（前年同期比4.7％増）となりました。

〔中部〕

中部の業績につきましては、一般ビル工事、産業施設工事、電気工事ともに堅調であったため、完成工事

高は28億98百万円（前年同期比71.9％増）となり、セグメント利益は81百万円（前年同期は5百万円の損

失）となりました。

〔西部〕

西部の業績につきましては、産業施設工事、電気工事が堅調であったため、完成工事高は29億17百万円

（前年同期比22.9％増）となり、セグメント利益は1億72百万円（前年同期比7.6％増）となりました。

　
(2) 財政状態の分析

当第２四半期会計期間の資産合計は、前事業年度末に比べ3億79百万円増加し121億74百万円となりま

した。主な増加理由は、現金預金等で減少があるものの、完成工事未収入金が増加したことによるもので

す。

負債合計は、前事業年度末に比べ3億83百万円増加し86億38百万円となりました。主な増加理由は、工事

未払金等で減少があるものの、支払手形及び電子記録債務が増加したことによるものです。

純資産合計は、35億35百万円となりました。前事業年度末に比べ大幅な増減はありません。
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(3) キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務の増加、未成工事受入金の増加及び立替金の減少等が

ありましたが、売上債権の増加等により、6億59百万円の支出（前年同四半期は5億36百万円の支出であ

り、これと比較すると1億23百万円の支出の増加）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、会員権の売却による収入等により、38百万円の収入（前年同四

半期は4百万円の収入であり、これと比較すると33百万円の収入の増加）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払額及びリース債務の返済による支出等により、81

百万円の支出（前年同四半期は5億72百万円の収入であり、これと比較すると6億54百万円の収入の減

少）となりました。

この結果、現金及び現金同等物の当第２四半期会計期間末残高は、前年同四半期比2億38百万円

（22.4％）減の8億23百万円となりました。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に、重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　
(5) 研究開発活動

当第２四半期累計期間の研究開発費の総額は4百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 35,000,000

計 35,000,000

　
② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年11月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,000,000 12,000,000
名古屋証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は1,000株であ
ります。

計 12,000,000 12,000,000― ―

　
(2) 【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年7月１日～
平成24年9月30日

― 12,000,000 ― 1,581,000 ― 395,250
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(6) 【大株主の状況】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社関電工 東京都港区芝浦４－８－33 5,994 49.95

川崎設備工業取引先持株会 名古屋市中区錦２－18－５ 2,023 16.86

川崎設備工業従業員持株会 名古屋市中区錦２－18－５ 642 5.35

川崎重工業株式会社 東京都港区浜松町２－４－１ 239 2.00

株式会社大垣共立銀行 
(常任代理人資産管理サービス信託
銀行株式会社)

岐阜県大垣市郭町３－98 
（東京都中央区晴海１－８－12　晴海
アイランドトリトンスクエアオフィ
スタワーＺ棟）

96 0.80

古沢　努 長野県北佐久郡 88 0.73

三川　信一 富山県高岡市 81 0.68

小川　要治 埼玉県さいたま市中央区 68 0.57

倉形　直之 神奈川県横浜市港北区 62 0.52

野村産業株式会社 名古屋市西区城西５－10－20 61 0.51

計 ― 9,355 77.96

　
(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 28,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

11,920,000
11,920 ―

単元未満株式 普通株式 52,000 ― ―

発行済株式総数 12,000,000― ―

総株主の議決権 ― 11,920 ―

（注）１ 「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が400株含まれております。

２ 「単元未満株式」欄の株式数には当社所有の自己株式983株が含まれております。

　
② 【自己株式等】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
川崎設備工業株式会社

名古屋市中区錦２－18－５ 28,000― 28,000 0.23

計 ― 28,000― 28,000 0.23

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しており

ます。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成24年７月１日から

平成24年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)に係る四

半期財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号）第5条第2項

により、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、

当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に

重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準 0.46％

売上高基準 0.30％

利益基準 △0.35％

利益剰余金基準 △1.97％

※会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 1,527,277 823,736

受取手形 ※1
 1,626,204

※1
 1,713,893

完成工事未収入金 4,363,939 5,665,277

未成工事支出金 535,919 639,098

その他 349,821 39,194

貸倒引当金 △65,200 △78,300

流動資産合計 8,337,961 8,802,900

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,240,441 1,208,525

土地 1,720,752 1,720,752

その他（純額） 65,506 65,941

有形固定資産合計 3,026,699 2,995,218

無形固定資産 83,644 92,358

投資その他の資産

その他 665,516 569,107

貸倒引当金 △319,557 △285,509

投資その他の資産合計 345,959 283,598

固定資産合計 3,456,304 3,371,174

資産合計 11,794,266 12,174,075

負債の部

流動負債

支払手形 ※1
 1,976,204

※1
 2,453,738

電子記録債務 383,106 ※1
 877,915

工事未払金 3,032,853 2,300,802

未払法人税等 29,141 17,778

未成工事受入金 546,186 756,249

役員賞与引当金 9,404 －

賞与引当金 176,674 135,603

完成工事補償引当金 37,025 38,921

工事損失引当金 160,853 136,770

その他 308,574 327,257

流動負債合計 6,660,024 7,045,037

固定負債

長期借入金 700,000 700,000

退職給付引当金 793,134 789,562

環境対策引当金 9,105 9,105

その他 93,491 95,128

固定負債合計 1,595,731 1,593,797

負債合計 8,255,756 8,638,834
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成24年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,581,000 1,581,000

資本剰余金 395,250 395,250

利益剰余金 1,540,228 1,559,097

自己株式 △5,932 △5,999

株主資本合計 3,510,546 3,529,348

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 27,963 5,892

評価・換算差額等合計 27,963 5,892

純資産合計 3,538,509 3,535,240

負債純資産合計 11,794,266 12,174,075
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

完成工事高 5,733,230 9,618,757

完成工事原価 5,131,132 8,905,875

完成工事総利益 602,098 712,881

販売費及び一般管理費 ※1
 601,777

※1
 623,913

営業利益 320 88,968

営業外収益

受取配当金 2,397 2,549

不動産賃貸料 12,916 11,727

還付加算金 － 3,230

その他 44,524 2,188

営業外収益合計 59,837 19,695

営業外費用

支払利息 5,377 5,254

不動産賃貸費用 7,889 9,640

その他 5,196 2,919

営業外費用合計 18,463 17,815

経常利益 41,694 90,848

税引前四半期純利益 41,694 90,848

法人税等 12,710 12,121

四半期純利益 28,984 78,726
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 41,694 90,848

減価償却費 52,979 54,915

貸倒引当金の増減額（△は減少） △52,232 △15,945

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △6,510 △9,404

賞与引当金の増減額（△は減少） △11,849 △41,070

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 7,654 1,896

工事損失引当金の増減額（△は減少） △132,712 △24,083

退職給付引当金の増減額（△は減少） 14,571 △3,571

受取利息及び受取配当金 △2,452 △2,657

支払利息 5,377 5,254

売上債権の増減額（△は増加） 2,548,496 △1,389,027

未成工事支出金の増減額（△は増加） △382,020 △103,179

未収消費税等の増減額（△は増加） △131,803 150,308

立替金の増減額（△は増加） △15,017 155,212

破産更生債権等の増減額（△は増加） 25,532 29,045

その他の流動資産の増減額（△は増加） 21,470 5,426

仕入債務の増減額（△は減少） △2,755,730 240,290

未成工事受入金の増減額（△は減少） 386,819 210,063

未払消費税等の増減額（△は減少） △47,890 92,371

預り金の増減額（△は減少） △8,574 △70,036

未払費用の増減額（△は減少） △52,307 △9,900

その他 △13,798 124

小計 △508,301 △633,117

利息及び配当金の受取額 2,452 2,657

利息の支払額 △5,340 △5,226

法人税等の支払額 △25,515 △24,096

営業活動によるキャッシュ・フロー △536,705 △659,782

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △266 －

会員権の売却による収入 12,800 30,002

預り保証金の返還による支出 △7,485 －

預り保証金の受入による収入 － 7,885

その他 △67 195

投資活動によるキャッシュ・フロー 4,981 38,082

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 650,000 －

自己株式の取得による支出 △129 △67

配当金の支払額 △59,436 △59,188

リース債務の返済による支出 △18,214 △22,585

財務活動によるキャッシュ・フロー 572,219 △81,841

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 40,494 △703,541

現金及び現金同等物の期首残高 1,021,576 1,527,277

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,062,071

※1
 823,736
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　
【会計方針の変更等】

　
当第２四半期累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産につい

ては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

なお、この変更に伴う損益に与える影響はありません。

　
【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

　
当第２四半期累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

税金費用の計算 税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　
【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※１　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理してお

ります。

なお、当第２四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形

を満期日に決済が行われたものとして処理しております。
　

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成24年９月30日)

受取手形 4,482千円 8,326千円

支払手形 326,526 306,070

電子記録債務 － 203,729

　
(四半期損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。
　

　
前第２四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

従業員給料手当 207,994千円 206,550千円

賞与引当金繰入額 45,482 46,641

　
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次

のとおりであります。

　

　
前第２四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

現金預金 1,062,071千円 823,736千円

現金及び現金同等物 1,062,071 823,736
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(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年6月29日
定時株主総会

普通株式 59,865 5.0平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動はありません。

　
当第２四半期累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 59,857 5.0平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動はありません。

　
(金融商品関係)

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

　
(有価証券関係)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

　
(デリバティブ取引関係)

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。　

　
(持分法損益等)

関連会社がないため該当事項はありません。

　
(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
(注1)

四半期
損益計算書
計上額
(注2)東部 中部 西部 小計

完 成 工 事 高 1,672,6161,686,0972,374,5165,733,230 ― 5,733,230

セグメント利益
又は損失(△)

98,773 △5,813 160,458 253,417△253,097 320

（注）１　セグメント利益又は損失(△)の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用（一般管理費）であり

ます。

２　セグメント利益又は損失(△)は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
当第２四半期累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
(注1)

四半期
損益計算書
計上額
(注2)東部 中部 西部 小計

完 成 工 事 高 3,802,4212,898,4052,917,9309,618,757 ― 9,618,757

セグメント利益
又は損失(△)

103,377 81,814 172,705 357,898△268,930 88,968

（注）１　セグメント利益又は損失(△)の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用（一般管理費）であり

ます。

２　セグメント利益又は損失(△)は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 2円42銭 6円58銭

 (算定上の基礎) 　 　

四半期純利益 28,984千円 78,726千円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額 28,984千円 78,726千円

普通株式の期中平均株式数 11,972,322株 11,971,208株

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２４年１１月８日

川崎設備工業株式会社

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    北    本    　 敏 　    ㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    神　　田    正　　史    ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている川崎
設備工業株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの第８６期事業年度の第２四半期会

計期間（平成２４年７月１日から平成２４年９月３０日まで）及び第２四半期累計期間（平成２４年４月１
日から平成２４年９月３０日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、
四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半
期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に
対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、川崎設備工業株式会社の平成２４年９月３０日現在の
財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正
に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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